
生活衛生関係営業対策費補助金の
早期重点執行について（災害対策向け活用）（案）

• 標記補助金（２３’予算額７２４百万円）については、昨年の「事業仕
分け」の結果を踏まえ、「審査・評価会」を設けてPDCAサイクルに
則った事業を予定。

• 今般の東日本大震災の発生を受けて、「被災事業者による被災者
支援プログラム」等、地域に身近な生活衛生営業者による地域再
生への貢献が期待される。

• 標記補助金について、一部の人件費見合いの固定経費への配分
と併せ、被災者支援プログラムへの執行を急ぐこととしたい。
 ４月２８日（木）第１回「審査・評価会」を開催

 

第１回生活衛生関係営業対策事業費補助金審査・評価会 

 平成２３年４月２８日 

 

資料４ 

1



生活衛生営業者に対する生業支援策の点検

短期的施策 中期的施策

被災した生活衛生営業者の
支援対策

返済猶予（措置済み）
元本・利子の据え置き（一部措置済
み） → 拡充
運転資金の導入

被災した生活衛生営業者の態様に応
じた支援を行うための融資の検討（例：
旅館について、単に現状復旧の融資を行
うだけでなく、将来を見据えたきめ細やか
な事業再開を支援など）

生活衛生営業者による地域
再生活動支援対策（その他）
 『被災営業者による被災
者支援プログラム』の創設

・生活衛生関係営業対策事業費補助
金を重点的に活用
仮設店舗の設置支援（中小企業庁と
連携）（理容、美容、飲食業、食肉販売
業等）
• 例：被災した理容師、美容師が仮設
店舗で簡易理美容室を開設（生衛モデ
ル事業でハサミ等を購入）
訪問理美容の規制緩和（現状は、婚
礼・福祉に限定 → 被災者支援を可能
にする）
被災していないクリーニング店と仮設ク
リーニング取次所との連携事業を支援
（必要な機器等について支援）
被災者への入浴券の配布を通じた被
災者元気回復事業（公衆浴場業）
共同利用設備を利用した『移動映画
館』（興行）
都道府県指導センターにおけるコーディ
ネート
都道府県指導センターに『起業コンサル
ティング』事業実施（コンサルタント事業者
の活用）

『被災営業者による被災者支援プログラ
ム』の継続
・被災者地域の生活衛生業の復興に向
け、被災者の意見を踏まえた復興へのプ
ログラムを検討
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○なお、東日本大震災により、多くの生活衛生関係営業者（以下、「営業者」という。）が被
災されたことについて、謹んで哀悼の意を表します。

○生衛業は地域で身近なサービスを提供する営業であることに鑑みれば、営業者が自ら事業
を再建した上で、地域社会に安全で安心なサービスを届け、地域社会に貢献していくことが
期待される。

④東日本大震災被災地において生活衛生関係営業による地域の再生に資する事業
○東日本大震災とそれに伴う大津波により、甚大な被害が発生している。
○このため、地域で身近なサービスを提供する生衛業が、地域の再生に資する事業を積極

的に行うことが期待される。

１．はじめに

４．補助金の採択方針について

生活衛生関係営業の振興に関する検討会第２次報告書
（平成2３年４月2２日公表）（抄）<震災関係>
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連合会及び組合が実施する団体提案型事業

課題 業種、地域の特性に応じて提案される生活衛生関係営業の振興を図るための事業

先進的モデル事業（特別課題）

番号 関係業種等 指定課題

１ 理容業・美容業 一人の理容師・美容師が営業しているお店への管理理容師・管理美容師の設置促進

２ 理容業 就職難時代を乗り切る「就活ヘア」の普及

３ 美容業
新しい消費者ニーズに対応したパーマネント・ウェーブ用剤・染毛剤等の新商品の安全・安心を確保するため
の技術の普及

４ クリーニング業 クリーニング師研修の受講率向上

５ クリーニング業 新クリーニング機税制の活用促進

６ 公衆浴場業 幼稚園・保育園、関係団体と連携を取った安全な入浴の普及（「浴育」）

７ 飲食業 受動喫煙防止の推進

８
氷雪販売業
社交飲食業
中華料理業

組合未設置県の結成促進等

９ 食肉販売業
喫茶店営業

商店街の活性化、新たな買い物機能の提供

１０ 食鳥肉販売業 消費者への鶏肉の知識普及促進

１１ 旅館業 トコジラミ対策の推進

１２ 興行場営業 弱小興行場へのデジタル化の推進

１３ 共通課題 後継者の育成、障害者を始めとする多様な人材の活用促進

１４ 共通課題 生活衛生関係営業者の融資を促進する効率的な仕組みの開発

１５ 共通課題 東日本大震災被災地において生活衛生関係営業による地域の再生に資する事業

全国生活衛生同業組合連合会及び生活衛生同業組合が実施する事業
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